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それでは、 
２０１９年３月期の連結業績についてご説明いたします。 
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売上高は、前期比103.2％の4,010億6千4百万円、 

営業利益は、前期比88.8％ の236億6千1百万円、 

経常利益は、前期比91.6％ の261億6千9百万円、 

親会社株主に帰属する当期純利益は、 

前期比100％ の184億3千8百万円 

となりました。 

 



前期業績の概要です。 
 
売上高につきましては、 
6年ぶりに最高売上高を更新した海外即席麺が大きく牽引しました。 
また低温、加工、冷蔵、その他セグメントでも最高の売上高を記録し、 
為替のプラス影響もありましたが、初めて4000億円を突破致しました。 
 
営業利益につきましては、 
売上の増加による増益要因がありましたが、 
原材料価格上昇、製造経費、販管費の増加があり、減益となりました。 
製造経費の増加の内訳は、 
減価償却費15億円と、国内、海外の人件費増加となります。 
販管費増加の内訳は、主に国内、海外の物流費の増加となります。 
 
為替の影響額は、 

売上高で約36億円の増収、営業利益は約4億円の増益となります。 
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セグメント別実績および概況につきましては、 
６ページ・７ページに記載の通りでございます。 
８ページ目に移らせて頂きます。 
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主要3事業の営業利益増減要因です。 
 
国内即席麺は、前期比4億円減益の79億円となりました。 
売上高は、カップ麺は主力の和風麺シリーズ、 
「MARUCHAN QTTA」「ごつ盛り」等の主力商品の拡販に 
努めたことで前期並みとなりましたが、袋麺が減収となりました。 
その他、原材料、物流費の増加等が減益要因となっております。 
 
低温食品は、前期比8億円減益の45億円となりました。 
売上高は、生麺は、主力の３食焼そばが堅調に推移し、 
新商品の「パリパリ無限」、「つるやか」が伸長し増収となりました。 
チルド・冷凍食品類は、ほぼ前期並みで推移しました。 
こちらも原材料と物流費の増加、 
特に小麦価格の上昇による影響がございました。 
 
海外即席麺は、前期比8百万ドル減益の8千6百万ドルとなりました。 
こちらにつきましては、後ほどご説明致します。 



9ページは、2017年～2019年3月期3ヵ年中期経営計画の 
最終年度との比較となります。 
3年前に目標とした数字は未達となりました。 
 
様々な要因がありますが、 
主な要因としては、 
国内即席麺事業で 
Ｍaruchan ＱＴＴＡが、売上目標100億円への壁が高かったこと、 
更に、袋麺の売上が縮小したこと、 
低温食品事業では、 
新規市場の開拓による上乗せが 
できなかったことが挙げられると認識をしております。 
 
海外において、 
売上高は直近2年間の回復で、計画通りに 
達成させることが出来ましたが、 
人件費、物流コスト上昇への対応には遅れがありました。 
2019年3月期の連結業績については以上となります。 
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2020年3月期、今期の連結業績予想について 
ご説明させて頂きます。 
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通期業績予想につきましては、 
 
売上高は、前期比104.7％の4,200億円、 

営業利益は、前期比33億円増益の270億円を予想しております。 

為替については、１ドル111円の前提です。 
 
設備投資額は、257億円、 

減価償却費は、前期比16億円増加の154億円と予想しております。 

 

 

 

 



当期業績予想の概要についてご説明いたします。 
 
売上高につきましては、 
最高売上高の更新を目指す計画です。 
 
2019年1月から既に稼働しております、 
埼玉杉戸、神戸の2つの物流型冷蔵倉庫や、 
７月からはレトルト米飯ラインが本格稼働致します。 
これらの新規設備の増強による 
投資効果を最大限高めるべく、施策の実行を徹底して参ります。 
 
営業利益につきましては、33億円の増益を予想しております。 
国内外合わせて15億円の原材料費上昇、 
減価償却費16億円増加を含む28億円の製造経費増加等を 
増収効果で吸収します。 
また国内即席麺、低温食品事業で価格改定を実施することから、 
需要の底上げのための宣伝費、プロモーション費用などを 
投入することも計画に織り込んでおります。 
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セグメント別の売上高・営業利益の予想はご覧の通りです。 
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主要3事業の営業利益増減要因予想です。 



国内即席麺事業の2020年3月期 
通期予想につきましてまとめました。 
 
売上高は、前期比36億円増の1,312億円、 
営業利益は前期比16億円増の95億円を予想しております。 
 
増収効果46億円につきましては、 
既にご案内の通り、2019年6月から価格改定を行います。 
約50億円の価格改定による増収を見込みますが、 
数量減による影響を約4億円分減益要因として 
織り込んでおります。 
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低温食品事業の2020年3月期、通期予想です。 
 
売上高は、前期比30億円増の722億円、 
営業利益は前期比10億円増の55億円を予想しております。 
 
増収効果30億円ですが、 
2019年4月からの価格改定効果で約30億円、 
数量はほぼ前期並みの予想としております。 
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続きまして、海外即席麺事業についてご説明致します。 
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まず、前期2019年3月期実績の振り返りです。 
 
売上高は、 
前期比６千７百万ドル増、７億５千５百万ドルと 
販売数量・金額ともに、過去最高となりましたが、 
営業利益は、 
前期比８百万ドル減、８千６百万ドルでした。 
 
直近の第４四半期だけでみると、 
前期比５百万ドルの増益となりました。 
物流経費のマイナス要因が一巡し、 
前期比でプラス要因に転じております。 
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続きまして、今期2020年3月期予想の概略です。 
 
売上高は、前期比4千5百万ドル増の8億ドル、 
営業利益は、前期比1千万ドル増の9千6百万ドルを予想 
しております。 
 
売上高は、国別の施策を実行することによる販売数量増加に加え、 
米国での販促費抑制、メキシコにおける19年1月から実施の 
価格改定、また、新製品の販売等により単価アップを図ります。 
 
原材料は、小麦、パーム油の市況は落ち着きを見せておりますが、 
包材や一部具材の価格上昇などを織り込んでおります。 
製造経費は、テキサス工場の増産体制構築による経費増が、 
一巡していないこと、カリフォルニアの最低賃金上昇などの 
経費が今期も発生します。 
物流費は、出荷が好調に推移する中、在庫不足による効率悪化や、 
ドライバー不足による単価アップ要因もありますが、 
前期比で増益要因と見込んでおります。 
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米国での施策についてです。 
まずは、 
主要顧客との取り組みによる特売機会の確保しながら、 
販売チャネル拡大の取組みを積極化します。 
 
そして、新製品の市場投入を進めます。 
激辛フレーバーの訴求など 
新たな層の開拓を意識した商品を強化しております。 
 
若者世代を意識した、 
マーケティング活動も進化させて行きます。 
マルチャンゴールドの育成にも活用し、 
新たな施策を展開していきます。 
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メキシコにつきましても、 
継続した取組みを行っております。 
 
カップ麺に比べ、 
取り扱いの少ない袋麺の販売強化の継続、 
 
また、今年はメキシコオリジナル製品の発売から 
30周年となりますので、ブランド強化策と結び付けた 
広告宣伝も検討しております。 
 
また、カップ麺についても、 
需要が拡大傾向にある中、 
更なるシェアアップに向けた戦略を展開していきます。 
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こちらは中南米です。 
現在は、チリとブラジルに販売拠点を設け、 
海外即席麺における販売構成費10％を目標に 
現地密着型の活動を推進しております。 
 
中南米専用新製品の発売、 
学校でのイベント実施や、スポーツイベントへの参加など、 
新たな消費者層として、 
若者世代をターゲットにした企画強化を進めます。 
 
そして、現地化の加速も推進しております。 
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ブラジルでの展開についてですが、 
2017年9月に現地法人マルチャンドブラジルを設置し、 
昨年下期より、 
ブラジル国内での、現地委託生産を開始しております。 
 
関税の問題解消や、 
製品をタイムリーに供給できる体制が整いつつあります。 
既存販売エリアでの基盤作り強化を最優先に進めていきます。 
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最後に、 
3ヵ年中期計画での、米国、メキシコ、中南米の 
売上高目標と重点課題について、触れさせて頂きます。 
3年後の売上高目標は、8億6千9百万ドルです。 
数量ベースでの毎期3～4％アップに加えて、 
販促費調整、新製品の投入等での単価上乗せを目指します。 
 
重点課題は、 
製造、販売、新製品、そして南米への展開という 
４つのテーマで進めて参ります。 
特に、テキサス工場の生産性向上は、 
売上拡大、様々なコスト上昇への対応力向上の為、 
日本からの応援も仰ぎながら、早期に進めて参ります。 
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それでは、3ヵ年中期経営計画について、ご説明致します。 
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当社は、2020年から2022年3月期の 
3ヵ年新中期経営計画に入りましたが、 
 
まず 
経営計画の位置付けと 
環境認識について 
ご説明を致します。 
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前3ヵ年中期経営計画を 
4つの基本戦略に沿って、成果と課題を挙げてみました。 
 
詳細は画面の通りとなります。 
全4項目につき、一定の成果と 
多くの新たな課題が見えた3年間でした。 
 
課題が明確に判っただけに、 
それを跳ね返す施策を計画した 
新3ヵ年中期経営計画の 
初年度の４月、スタートをしっかりと切れました。 
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厳しく、不確実性が高い外部環境を覚悟する中で、 
ＳＤＧｓを強く意識し、 
当社がお客様、そして社会から、 
安全安心面はもちろん、より信頼され、 
魅力ある企業グループであるために、 
どのようにあるべきかを考えて参りました。 
 
その為には、経営方針を進化させ、 
経済価値、社会的価値、環境価値を向上させる 
「新たなる食文化の創造」に、 
社員一人ひとりが主役となって取組み、 
会社の発展と、5つの笑顔の実現、  
そして社会の一員として 
持続可能な社会創りへの貢献をしていくことが必要です。 
 
 

28 



そのような中、 
新3ヵ年中期経営計画では、 
当社が目指す 
未来の実現に向けたステップとして、 
前3カ年中期経営計画で進めてきた投資を 
確実に成果につなげ、 
利益を稼ぐ力にこだわります。 
 
更には環境変化を見据え、 
新たな成長機会を掴むことにチャレンジし、 
将来の持続的かつ安定した成長に繋げてまいります。 
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ここからは、 
2020年から2022年3月期の 
3ヵ年中期経営計画の内容を説明致します。 
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画面は、3ヵ年中期経営計画の基本戦略です。 
 
前３ヵ年中期経営計画での種まきを 
しっかりと成果につなげること、 
そして、環境変化を見据え、 
３つの基本戦略を掲げました。 
 
1つ目は、需要を引き出す新たな価値創造 
2つ目は、海外展開の深化 
そして3つ目は、経営基盤の強化です。 
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基本戦略の1つ目、 
「需要を引き出す新たな価値創造」は、 
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既存ブランドの弛まぬ進化、 
各温度帯とグループ会社間の事業の連携、 
技術開発と社会課題分析の融合による新たな価値の創造、 
そして、 
新規事業への進出による価値の上乗せで始めました。 
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私たち東洋水産グループは、 
製品の基本価値向上と 
環境の変化への対応を、この3年間更に意識をします。 
 
社会や消費環境の大きな変化の中、 
お客様は製品･サービスを厳しく選択し、 
より一層「賢い消費」の傾向が強まっています。 
 
その中で、お客様に認めていただける 
「価値ある製品、サービス」の提供を通じて 
信頼を得ていくことが企業として必要不可欠です。 
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私たちが取組む社会課題は２つあると認識しております。 
1つ目は、 
「酷暑」とも言える 
長く続く夏場の気温上昇への 
製品対応があります。 
 
暑いことが当たり前の中、 
焼そば類の強化、 
火を使わない調理、 
熱いお湯ではなく、冷たい水での食べ方の提案を 
強化します。 
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２つ目は、「食品ロス削減」への製品対応です。 
 
流通、家庭、それぞれの段階で 
貢献できる活動を、製品を通して具体的に進めます。 

36 



基本戦略の2つ目は「海外展開の深化」、深堀りです。 
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米国・メキシコでの持続的成長に向けた取組みと、 
今後の成長を目指すブラジル、インドでの取組みに 
集中することにより、 
海外での中長期における着実な成長路線を 
この３年間で確立します。 
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インドの状況についてです。 
マルちゃん味の素インド社を設立し、 
２０１６年１２月から現地販売を開始しておりますが、  
まだ地ならしをして、種まきを始めた段階とお考えください。 
 
インドは、一人当たりの即席麺の喫食数が 
世界の中でも、まだまだ少なく、 
成長ポテンシャルは極めて高いものがあることを 
私自身４月に体感してきました。 
  
まずは、インド全体の約６％、１億人弱の人口を抱える、 
インド南部、タミルナド州に経営資源を集中し、 
しつこく、喫食機会の創出、ブランド認知向上を 
今まで以上に進めます。 
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基本戦略の３つ目は、「経営基盤の強化」です。 
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私達は 
5つの笑顔の実現に向けた経営基盤を 
更に強化する為に、 
安全・安心の更なる向上、 
ＡＩも考えた自動化推進と労働生産性の向上、 
バリューチェーン全体の効率化、 
健康経営の推進を軸にした組織・人材の活性化、 
に継続して取組みます。 
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これまで以上に、 
「5つの笑顔」を「輝く5つの笑顔」にすること、 
その具現化のために、様々な施策に取り組んでいきます。 
 
毎年6月末に発行している 
コミュニケーションレポートを中心に、 
非財務情報の発信も積極的に行います。 
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人生100年時代における 
健康寿命延伸への貢献として、 
食を通じた「健康価値」の高い製品の提供と、 
「健康経営」の推進、 
社会全体の健康増進意識への働きかけ 
を通じて 
「健康」を軸にした企業価値向上に 
更に積極的に取組みます。 
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また、この3年は、 
来年の東京オリンピック・パラリンピックは勿論、 
今年は、 
8月25日からの、世界柔道選手権 東京大会、 
９月20日からは、ラグビーワールドカップなど、 
日本全体がスポーツというキーワードで１つになります。 
 
東洋水産グループも、 
応援する活動を継続して行って参ります。 
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続きまして、 
基本戦略に基づいた 
業績目標とセグメント別の施策です。 
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今までご説明した取組みを通じて、 
3年後の売上高4,500億円、営業利益315億円を目指します。   
 
冒頭にご説明したとおり、 
初年度は 
売上高、前期比約５％増の4,200億円、 
営業利益は前期比約14％増の270億円の計画です。 
まずはこの計画をしっかりと遣りきること、 
その上で、2年目以降、 
安定した利益成長を、達成させたいと考えております。 
 
減価償却費については、 
現時点で、2022年3月期には 
165億円程度を見込んでおります。 
 



 
セグメント別の2022年3月期の売上高と営業利益の目標です。 
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各セグメントの主な取組みです。 
 
 

48 



各事業の内容です。 
 
国内即席麺事業は、 
収益力強化の取組みを進めて参ります。 
 
カテゴリーNo.1戦略を更に強化し、 
ブランド育成に注力するとともに、 
利益水準の回復に努める3ヵ年です。 
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続きまして、低温食品事業ですが、 
 
売上高の約75％を占める生麺を中心に、 
時短・簡便、健康に対応した製品を積極的に市場投入します。 
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加工食品事業では、 
 
米飯およびフリーズドライスープの2つの柱を中心に、 
「健康」と「更なる美味しさ」をテーマに、 
様々な食シーン、 
ターゲットに向けた幅広い提案をします。 
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水産事業については、 
加工食品メーカーの水産事業部門として、 
消費者の「さかな離れ」を解消する提案を、 

魚価の影響を受けにくい、「健康」を基軸に、 

食べ易さを考えた製品を中心に進めて参ります。 
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冷蔵事業では、 
物流ネットワークを拡充し、更なるサービス向上に努めます。 
 
2020年には24番目の冷蔵物流センターを 
北海道に竣工させ、 
庫腹量はグループ全体で 
約65万トン、業界第４位となります。 
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業績に影響の大きい北米市場において、 
米国での外部環境の変化は継続しておりますが、 
おかげ様で、直近の状況は、 
これからが楽しみな、進捗になってきております。 
 
今後起こりえる、リスクを想定しながらも、 
更なる成長に向けた深化、深掘りを進めて参ります。 
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最後に、財務方針についてお話をいたします。 
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2020年～22年3月期3ヵ年中期経営計画の 
営業キャッシュフローは、 
3ヵ年合計で約1,150億円を計画しています。 
 
設備投資については、 
毎期100億円程度の更新投資とともに、 
現時点での試算で、約370億円の規模となりますが、 
成長投資を計画的に実行します。 
 
計画に織り込んでいない案件についても 
健全な財務状況を維持することを前提に、取組みを進めます。 
こちらについては、皆様にご案内できるタイミングが来ましたら、 
速やかにご案内をして参ります。 
 

56 



各セグメント別の設備投資の考え方はご覧の通りです。 
 
新たな投資を実行していくにあたっては 
事業環境を精査しながら、 
投資効率の１つの指標として、 
セグメント別ＲＯＡのあり方を確認しながら、 
中長期の成長に向けた投資を行って参ります。 
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既に決算発表と同時に発表致しました通り、 
前期2019年3月期の期末配当を30円の予想から 
40円に修正することを決めました。 
3ヵ年中期経営計画の数値目標は未達となりましたが、 
平成元年に売上高2,000億円だった頃から、 
平成最後の年に初めて、 
売上高4,000億円を突破することが出来たことに対し、 
日頃から応援して頂いている株主様への感謝もお示ししました。 
 
また、今期は、更に10円増配の年間80円の配当を予定しております。 
この10年で、 
１株当たり配当の金額を２倍の水準まで引き上げることになります。 
株主様還元につきましては、 
引き続き安定配当を第一に考えて参りますが、 
今期から始まる３ヵ年中期経営計画で掲げた 
業績目標を必ず達成させ、 
更に充実を図って参りたいと考えております。 
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